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調 査 事 項 等 の 変 更 に つ い て 

 

１ 基本計画を踏まえた変更 

現行 変更後 変更理由、検討した内容、留意点等 

特定目的別研究費 

（追加） 

 

 

 

・ライフサイエンス分野 

・情報通信分野 

・環境分野 

・物質・材料分野 

・ナノテクノロジー分野 

・エネルギー分野 

・宇宙開発分野 

・海洋開発分野 

 

特定目的別研究費 

・震災からの復興、再生の実現 

・グリーン・イノベーションの推

進 

・ライフ・イノベーションの推進

・ライフサイエンス分野 

・情報通信分野 

・環境分野 

・物質・材料分野 

・ナノテクノロジー分野 

・エネルギー分野 

・宇宙開発分野 

・海洋開発分野 

 

変更理由 

○第４期科学技術基本計画を踏まえた特定目的別研究費の分野の拡充 

現行の特定目的別研究費の８つの分野（ライフサイエンス、情報通信、環境、物質・材

料、ナノテクノロジー、エネルギー、宇宙開発、海洋開発）については、第３期科学技術

基本計画に掲げられた重点政策を踏まえたものとなっている。 
第４期科学技術基本計画（平成 23 年８月 19 日閣議決定）では、「震災からの復興、再生」、

「グリーン・イノベーションの推進」及び「ライフ・イノベーションの推進」の３つを政

府が最優先で取り組むべき課題として位置付けている。（別紙１参照。） 

そのため、特定目的別研究費については、第４期科学技術基本計画に沿って「震災から

の復興、再生」、「グリーン・イノベーションの推進」及び「ライフ・イノベーションの推

進」の３つの主要課題を追加して、現行の８分野との２本立てで調査する。 

 

検討した内容 

○平成 24 年調査から、今回追加する３つの主要課題を調査する必要性 

・第４期科学技術基本計画において、３つの主要課題については「我が国の喫緊の課題」

として、更には「我が国の将来にわたる成長と社会の発展を実現するための主要な柱」

として位置付けられている。 

・第４期科学技術基本計画の計画期間が平成 23 年度から 27 年度までであることから、23

年度の研究活動の状況を把握するためには、24 年調査から調査することが必要。   

・初年度にあたる 23 年度については、「科学技術重要施策アクションプラン」として、23

年度予算編成時に先行的に「グリーン・イノベーション」及び「ライフ・イノベーショ

ン」への重点化を行っている。 

・官民合わせた特定目的別研究費を把握しているのは、科学技術研究調査のみである。 
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（１のつづき） 

現行 変更後 変更理由、検討した内容、留意点等 

  ○追加する３つの主要課題と現行の８分野との関係 

・「震災からの復興、再生」、「グリーン・イノベーションの推進」及び「ライフ・イノベ

ーションの推進」の３つの主要課題は、現行の８分野と比べ対象とする範囲が広いこと

から１対１の関係になく、８分野のうち複数分野を部分的に包含しているため、８分野

とは別に調査する。（下記参考参照。） 

・８分野については、我が国の研究開発の動向を把握する上で一つの指標であり、新たな

国家プロジェクトを検討する際など、関係府省で産業技術政策の企画立案に広く活用し

ており、経年の傾向把握が重要であることから府省の要望を踏まえ引き続き調査を実

施。 

・３つの主要課題の範囲については、調査票記入上の注意に、第４期科学技術基本計画の

記述に沿って、従来からの８分野と同程度の説明を記載することで示す。（別紙２参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※特定目的別研究者数の把握について 
科学技術基本計画の推進状況を評価するデータとしては、研究者の質が一様ではな

いことに鑑み、また、国際機関（ＯＥＣＤ）等や関係府省からの要請もないことから、

記入者負担も考慮し、特定目的別研究者数は調査していない。 

（参考）新たな３つの課題と８分野との対応状況 

・「震災からの復興、再生」○○○○○○→ 「環境分野」の一部 

・「グリーン・イノベーションの推進」○→ 「エネルギー分野」の一部 

→ 「環境分野」の一部 

→ 「物質・材料分野」の一部 

→ 「ナノテクノロジー分野」の一部 

→ 「情報通信分野」の一部 

・「ライフ・イノベーションの推進」○○→ 「ライフサイエンス分野」の一部 

→ 「物質・材料分野」の一部 

→ 「ナノテクノロジー分野」の一部 

→ 「情報通信分野」の一部 
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２．フラスカチ・マニュアルに準拠するための変更 

現行 変更後 変更理由、検討した内容、留意点等 

研究者の専門別内訳 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

研究者の専門別内訳 

・情報科学 

・心理学 

 

 

 

 

 

 

変更理由 

○国際比較性の向上の観点から、フラスカチ・マニュアルに準拠した研究者の把握 

平成 13 年の調査見直しに係る統計審議会の答申（諮問第 278 号）において、今後の

検討課題として、「OECD における検討の動向等を踏まえ、現在の研究活動の実態に即

したものとなるよう全体的な見直しを行う必要がある」との指摘を受けたことから変更

を行う。 
また、日本学術会議の「学術統計の整備と活用に向けて」の提言（平成 23 年７月 28

日）においても、「コンピューター・サイエンス」など新興分野の適正な位置づけなどの

改善を図る」との指摘を受けた。 

OECD における検討の結果、最新版のフラスカチ・マニュアルでは専門別区分の変更

はされていなかったが、国際比較性の向上を図るとともに、我が国における研究者をよ

り的確に把握することを目的として、フラスカチ・マニュアルに記載されている区分に

沿って、科学技術研究調査で独立した区分としていなかった「コンピュータ科学」（呼称

は「情報科学」）と「心理学」を追加することとする。（別紙３参照。） 

 

検討した内容 

○追加となる区分の呼称及び分類 

【コンピュータ科学について】 

・「コンピュータ科学」については、フラスカチ・マニュアルでは、計算理論など数学と

密接な関係があることから「理学」に分類され、定義は、「システム設計、プログラミ

ング、データ処理、ネットワークや OS 等のソフトウェア開発に関するもの（ハードウ

ェア開発に関するものを除く）」となっている。 

・これを従来の分類に当てはめた場合、数学の領域に含まれる計算機科学と工学系のソ

フトウェア開発が該当する。したがって、分類は「理学」とし、呼称も「情報科学」

とする。 

・記入誤りを防ぐため、調査票記入上の注意において、他の区分との違いを明らかにす

る。（別紙４参照。） 

 

 

33

3



 

 

 

 

（２のつづき） 

現行 変更後 変更理由、検討した内容、留意点等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【心理学について】 

・「心理学」については、人文科学のほか、社会科学や医学、教育学など幅広い分野に関

係しており、いずれも対象として捉える必要があるが、国立大学での設置状況を調べ

たところ「教育学」に多く設置されていることから、「その他の部門」に分類する。 

 

 

 

 

・記入誤りを防ぐため、調査票記入上の注意において、他の区分との違いを明らかにす

る。（別紙４参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）国立大学（102 大学）における心理学の分類状況 

  ・教育学:49、人文科学:21、社会科学:4、医学:2、一般教養:2、なし:24 
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（２のつづき） 

現行 変更後 変更理由、検討した内容、留意点等 

性格別研究費「応用研究」の

説明文 

基礎研究によって発見された知

識を利用して特定の目標を定めて

実用化の可能性を確かめる研究

や、既に実用化されている方法に

関して新たな応用方法を探索する

研究をいいます。 

性格別研究費「応用研究」の

説明文 

（削除）特定の目標を定めて実

用化の可能性を確かめる研究や、

既に実用化されている方法に関し

て新たな応用方法を探索する研究

をいいます。 

変更理由 

○フラスカチ・マニュアルに準拠した説明文の記述 

 日本学術会議から、性格別研究費の「応用研究」の説明文が、フラスカチ・マニュアル

に即すよう表現の検討の必要について指摘があった。 
 検討の結果、定義自体は合っているものの説明文の記述に沿っていなく、国際比較性を

向上させる観点から、フラスカチ・マニュアルの記述に沿うように説明文の一部を修正す

る。 
 
検討した内容 

○説明文変更による結果数値の影響 

・説明文変更に関して次のとおり検討。 

①性格別研究費「基礎・応用・開発」の分類方法（考え方）のヒアリング 

説明文が変更になっても分類自体に変更が生じないことを客体へのヒアリングに

より確認。 
 

 
 
 
 
 
 

②性格別研究費「応用研究」の説明の過去の事例の分析 

「応用研究」の説明を過去（昭和 53 年）にも変更した経緯があるが、説明文を変

更したことによる変動はなかったものと考える。（別紙５参照。） 
従って、説明の記述変更を行っても結果への影響はないと思われる。 

・なお、説明文の変更は公表資料にその旨を記載する。 
 

 

（参考）応用研究の分類方法例 

・開発研究に橋渡しできる技術開発や研究 

・既にあるシーズをどう生かしていけるかを研究する部署の研究 

・将来製品で新たな機能を実現する為の要素技術や、多岐にわたる製品の共通 

 基盤技術に関する研究 
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（２のつづき） 

現行 変更後 変更理由、検討した内容、留意点等 

研究関係従業者の「研究事

務その他の関係者」 

「庶務、経理、福利厚生、運転、

清掃、警備など、研究組織・施

設を運用するために必要な関係

者すべてをいいます。」 

 

 

 

社内（内部）で使用した研

究費 

①「人件費」 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

⑤「その他の経費」 

（追加） 

研究関係従業者の「研究事

務その他の関係者」 

「庶務、経理、福利厚生、（削除）

など、研究組織・施設を運用す

るために必要な関係者すべてを

いい、運転や清掃、警備などの

間接サービスを行う人は除きま

す。」 

 

社内（内部）で使用した研

究費 

①「人件費」 

アの最後に以下の説明を追

加。 

「なお、運転や警備、清掃な

どの間接サービスを行う人の経

費は「その他経費」に含めてく

ださい。」 

 

⑤「その他の経費」 

 エの次に以下の説明を追加。

「オ 運転や警備、清掃などの

間接サービスを行う人の費用は

ここに含めます。」 

変更理由 

○国際比較性の向上の観点から、フラスカチ・マニュアルに準拠した研究関係従業者の把握 

科学技術研究調査では、研究関係従業者数の「研究事務その他の関係者」に、庶務、経理 

のほか、警備、清掃など研究組織・施設を運用するために必要な関係者が含まれている。 

そのため、警備や清掃スタッフの「人数」及び「人件費」を含んでいる。 

しかし、フラスカチ・マニュアルでは、警備や清掃等の間接サービスを行う人は「人員」デ

ータから除外すべきとしている。また、これら間接サービスの費用は、「人件費」ではなく、

他の経常コストに含めるべきとしている。 

したがって、国際比較性を向上させる観点から、フラスカチ・マニュアルの記述に沿って、

調査票記入上の注意を変更する。 
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「調査票の記入上の注意」の特定目的別研究費の内容例示（案）について  

 

◎ 「調査票の記入上の注意」の特定目的別研究費の内容例示（案）は、以下のとおり。 

 なお、企業等を基に作成しておりますが、「非営利団体・公的機関」及び「大学等」についても同

じ。 

【内容例示（案）】 

 

〔13〕特定目的別研究費 

○ 「〔11〕社内で使用した研究費」の総額のうち，政府が最優先に取り組むべき課題である「震災か

らの復興、再生の実現」、「グリーンイノベーションの推進」及び「ライフイノベーション推進」３分

野と、「ライフサイエンス分野」、「情報通信分野」、「環境分野」、「物質・材料分野」、「ナノテクノロ

ジー分野」、「エネルギー分野」、「宇宙開発分野」、「海洋開発分野」の８分野の各研究に該当する研究

費を記入してください。（下記の記入例を参照してください。） 
研究がどの分野に該当するかについては、次ページの内容例示を参照してください。 

○ 研究内容が表中の複数の分野にまたがる研究がある場合は，その金額を各分野にそれぞれ記入して

ください。この場合，複数の分野に金額が重複していても構いません。 
○ ３分野もしくは８分野の研究費の合計額が「〔11〕社内で使用した研究費」の総額を超えていても

構いません。ただし，個々の分野の金額は〔11〕社内で使用した研究費の総額を超えることはありま

せん。 

 

 

 

【記入例】 

   

 

 

 

※ 人件費に相当する額の記入が漏れやすいので，注意してください。 
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【記入例の説明】 

○ ある企業で「〔11〕社内で使用した研究費」の総額が７億 1000 万円である場合，３分野では，７億 

1000 万円のうち３億 6000 万円が「グリーンイノベーションの推進」に関係している研究です。 

○ ８分野では，研究費の総額の７億 1000 万円がすべて「情報通信分野」の研究であるが，そのうち

の３億円は「環境分野」に，6000 万円は「ナノテクノロジー分野」に，３億 5000 万円は「エネルギ

ー分野」にも関係している研究です。 

 

【各分野の研究の内容例示】 

◎政府が最優先に取り組むべき３分野 

①震災からの復興、

再生の実現 

被災地の産業の復興、再生 

例）・汚染された土壌や水質等の改善改良、海洋生態系の回復、生産性の

向上、農林水産物の安全性の向上等に関する研究 

例）・先端材料、部材等の拠点の再構築に向けて、その高品質化、生産設

備、機器等の再生と高度化、安定的な供給体制の構築に資する研究 

社会インフラの復旧、再生 

例）・家屋やビル、公園等の修繕や修復、港湾、空港、鉄道、橋梁、道路

等の交通インフラ、さらに電気、ガス、上下水道、情報通信等の生

活インフラの復旧、再生とその機能性、利便性、安全性の向上等に

資する研究 

例）・公共施設等の防災機能の強化、民間も含めたネットワークの強化に

向けた研究 

被災地における安全な生活の実現 

例）・地震、津波等の調査観測等を充実、強化するための研究 

例）・二次災害防止のための、被災地における防災、減災対策に関する研

究 

例）・被災地の人々の健康不安を解消し、精神的な安定を確保するための、

心理学や精神医学等に基づく研究 

②グリーンイノベー

ションの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安定的なエネルギー供給と低炭素化の実現 

例）・太陽光発電、バイオマス利用、風力発電、小水力発電、地熱発電、

潮力・波力発電等の再生可能エネルギー技術の研究 

例）・燃料電池や蓄電池等のエネルギーの創出、蓄積システム、製造・輸

送・貯蔵にわたる水素供給システム、超電導送電などの分散エネル

ギーシステムの研究 

例）・基幹エネルギーと分散エネルギーの両供給システム及びエネルギー

需要システムを総合的に最適制御するスマートグリッド等のエネ

ルギーマネージメントに関する研究及び自律分散エネルギーシス

テムの研究 

例）・火力発電の高効率化、高効率石油精製のほか、石炭ガス化複合発電

等と二酸化炭素の回収及び貯留を組み合わせたゼロエミッション

火力発電の実現などの基幹エネルギー供給源の効率化と低炭素化

の研究 
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②グリーンイノベー

ションの推進 

（続き） 

例）・原子力に係る安全及び防災、放射線モニタリング、放射性廃棄物

や汚染水の除染や処理、処分等に関する研究 

エネルギー利用の高効率化及びスマート化 

例）・製造部門における化石資源の一層の効率的利用を図るため、製鉄

等における革新的な製造プロセスや、ここで用いられる材料の高

機能化、グリーンサステイナブルケミストリー、バイオファイナ

リー、革新的触媒技術に関する研究 

例）・住宅及び建築物の高断熱化、高効率家電及び照明、高効率給湯器

（コジェネレーション、次世代型ヒートポンプシステム）、定置用

燃料電池、パワー半導体、ナノカーボン材料などの技術に関する

研究 

例）・次世代自動車に用いられる蓄電池、燃料電池、パワーエレクトロ

ニクスによる電力制御等のエネルギー利用の革新を目指した研究 

例）・高効率輸送機器（次世代自動車、鉄道、船舶、航空機）やモーダ

ルシフト等の物流効率化に関する研究 

例）・次世代の情報通信ネットワークに関する研究、情報通信機器やシ

ステム構成機器の省エネルギー化、ネットワークシステム全体の

最適制御に関する技術の研究 

社会インフラのグリーン化 

例）・環境先進都市構築に向けて、高効率な交通及び輸送システムの構

築に向けた研究 

例）・これまで人が通信主体であったネットワークに生活の中の全て電

力で作動する人工物が通信主体として接続し、電力、ガス、水道、

交通等の社会インフラと一体となった巨大ネットワークシステム

に関する研究 

・高度水処理技術を含む総合水資源管理システムの構築に向けた研究 

・地球観測、予測、統合解析に関する技術の研究 

例）・気候変動や大規模自然災害に対応した都市や地域の形成、自然環

境や生物多様性の保全、自然災害の軽減、持続可能な循環型食料

生産の実現等の研究 

③ライフイノベーシ

ョンの推進 

革新的な予防法の開発 

例）・社会的影響の大きい感染症や自然災害発生時に急速に影響が拡大

する感染症等を対象とした予防効果の高いワクチンの研究開発 

例）・認知症等の発病防止や早期診断、進行の遅延技術等の研究 

新しい早期診断法の開発 

例）・早期診断に資する微量物質の同定技術等の新たな検出法と検出機

器や新たなマーカーの探索や同定など、精度の高い早期診断技術

の研究 
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③ライフイノベーシ

ョンの推進 

（続き） 

例）・より小型で侵襲が少ない高性能の内視鏡等の肉眼視技術・機器や

３次元映像法などの早期診断に資する新たなイメージング技術の

研究 

安全で有効性の高い治療の実現 

例）・核酸医薬、ドラッグデリバリーシステム等の革新的な治療方法の

確立を目指した研究 

例）・疾患の層別化、階層化等に基づく創薬を推進し、国民の遺伝背景

に基づいた副作用の少ない医薬品の投与法の研究 

例）・放射線治療機器、ロボット手術器等の新しい医療機器の研究、内

視鏡と治療薬の融合など診断と治療を融合させる薬剤や機器の研

究、遠隔診断、遠隔治療技術とそれを支援する画像情報処理技術

の研究 

例）・IPS 細胞。ES 細胞、体性幹細胞等の体内及び体外での細胞増殖・

分化技術の研究、その標準化と利用技術、安全性評価技術に関す

る研究 

高齢者、障害者、患者の生活の質の向上 

例）・生活支援ロボットやブレインマシンインターフェース機器等の高

齢者や障害者の身体機能を代償する技術、自立支援や生活支援を

行う技術、高度なコミュニケーション支援に関する技術の研究、

さらには介護者を支援する技術に関して、安全評価手法の確立も

含めた研究 

例）・がん患者や高齢者の終末期における精神的、肉体的苦痛を取り除

く緩和医療の研究 

 

◎上記以外の８分野 

①ライフサイエンス

分野 

生命現象・生物機能を解明する基礎的研究から，実験生物，保健・医療

に関する研究，環境保全，生物の工業利用，食料資源の開発，生物による

エネルギー開発など，生命科学に係る研究を幅広くとらえていいます。ま

た，生命倫理や法制度など関連する人文・社会科学的な研究も含みます。 

②情報通信分野 

集積回路や電子機器材料などハードウェアに関する研究開発，データ通

信技術やソフトウェア（OS 等システムプログラムのみでなく，アプリケー

ションも含む。）に関する設計開発のほか，画像処理，暗号・認証技術や遠

隔医療診断など情報処理技術の利用法に関する研究，ネットワーク高度化

技術の研究，高度コンピューティング技術の研究，ヒューマンインターフ

ェース技術の研究などをいいます。 

③環境分野 

自然環境保護，環境汚染対策を目的とする自然科学的研究のほか，環境

税制，都市計画，社会制度（ゴミの回収等）など環境問題に関連する人文・

社会科学的な研究も含みます。いわゆる省エネに関する技術も広く含めま

す。 

 

 

1919

19



 

 

④物質・材料分野 

情報通信や医療等の基盤となる原子・分子サイズでの物質の構造及び形

状の解明・制御や，表面，界面等の制御等の物質・材料技術，及び省エネ

ルギー・リサイクル・省資源に応える付加価値の高いエネルギー・環境用

物質・材料技術，並びに安全な生活空間を保障するための安全空間創成材

料技術等に関する研究をいいます。 

⑤ナノテクノロジー

分野 

ナノ（10 億分の１）メートルのオーダーで原子・分子を操作・制御する

こと等により，ナノサイズ特有の物質物性等を利用した新しい機能を発現

させる研究等をいいます。具体的には，ナノレベルで物質構造等を制御す

ることで，超高強度化，超軽量化，超高効率発光等の革新的機能を有する

ナノ物質・材料，超微細化技術や量子効果の活用等により，次世代の超高

速通信，超高速情報処理を実現するナノ情報デバイス，体内の患部に極小

のシステムを直接送達し，診断・治療する医療技術，様々な生物現象をナ

ノメートルレベルで観察し，そのメカニズムを活用し制御するナノバイオ

ロジーなどの研究開発をいいます。 

⑥エネルギー分野 

化石燃料，地熱・太陽・風力・海洋・生物等の自然，原子力などエネル

ギー源の開発に関する研究（特殊な材料など周辺技術も含みます。）と，エ

ネルギー消費の効率化（いわゆる省エネ）に関する研究をいいます。また，

炭素税などエネルギー問題に関連する人文・社会科学的な研究も含みます。 

⑦宇宙開発分野 

衛星搭載機器，宇宙用耐熱材料，衛星通信，衛星写真の解析による資源

探査など，宇宙空間の利用に関係する研究を幅広くいいます。ただし，天

体観測や宇宙線の観測など，天文学に属する学術的な研究は含みません。 

⑧海洋開発分野 

魚介類の養殖，海洋生物資源の調査計測，海底油田探査技術，海水から

の金属抽出，潮汐発電など，海洋を利用することを目的とする研究を幅広

く含めていいます。ただし，船舶など海上輸送機器の設計開発は除きます。 
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（参考）追加する３分野に関する用語の説明 

  

バイオマス

バイオエタノール（サトウキビなどからつくる燃料用アルコール）な
どエネルギー利用できる生物資源を指す。最近は、エネルギーだけで
なく、バイオマスプラスチックや植物繊維など工業原料として利用で
きる化石燃料以外の生物資源使われている。

スマートグリッド
デジタル機器による通信能力や演算能力を活用して電力需給を自律的
に調整する機能を持たせることにより、省エネとコスト削減及び信頼
性と透明性の向上を目指した新しい電力網

エネルギーマネージメント エネルギー管理

ゼロエミッション
産業活動から排出される廃棄物などすべてを、ほかの産業の資源とし
て活用し、全体として廃棄物を出さない生産のあり方を目指す構想、
考え方

グリーンサステイナブルケミ
ストリー

生態系に与える影響を考慮し、持続成長可能な化学工業のあり方の改
革

バイオファイナリー
再生可能資源であるバイオマスを原料にバイオ燃料や樹脂などを製造
するプラントや技術

コジェネレーション
内燃機関、外燃機関等の排熱を利用して動力・温熱・冷熱を取り出
し、総合エネルギー効率を高める、新しいエネルギー供給システムの
ひとつ

ヒートポンプシステム
空気中などの熱エネルギーを熱交換器で冷媒に集め、その冷媒を圧縮
機で圧縮してさらに高温にし、高温になった冷媒の熱エネルギーを利
用するシステム

ナノカーボン 直径がナノ（10億分の１）メートル単位の炭素粒子で構成される物質

パワーエレクトロニクス
電力用半導体素子を用いた電力変換、電力開閉に関する技術を扱う工
学。広義では、電力変換と制御を中心とした応用システム全般の技術

モーダルシフト 自動車や航空機による輸送を鉄道や船舶による輸送で代替すること

マーカー 疾病や生理的状態を示す物質

ドラッグデリバリーシステム
体内での薬物分布を制御することで、薬物の効果を最大限に高め、副
作用を最小限に抑えることを目的とした技術

ＩＰＳ細胞
人体を形成するどの組織の細胞にもなることができる幹細胞のひと
つ。受精卵やES細胞をまったく使用せずに分化万能細胞を単離培養す
ることが可能。

ＥＳ細胞
万能細胞の一種。さまざまな異なる細胞に分化し、増殖する能力を持
つ、発生初期の胚由来の細胞。受精卵の一段階である胚盤胞から取り
出した内部細胞塊から樹立される。

体性幹細胞
生体のさまざな組織にある幹細胞。造血幹細胞・神経幹細胞・皮膚幹
細胞などがあり、限定された種類の細胞にしか分化しないものや、広
範囲の細胞に分化するものなどさまざまある。

ブ レ イ ン マ シ ン イ ン タ ー
フェース

人と機械の意思や情報の仲介のためのプログラムや機器であるマンマ
シンインタフェース（人介機装置）のうち、脳波を解析して機械との
間で電気信号の形で出入力するためのプログラムや機器
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【科学技術研究調査】 【学科系統分類（平成21年度）】 【科学技術分類改訂版（フラスカチ・マニュアルからの改訂）】 【OECDデータ提供区分】
企業等 非営利団体・公的機関 大学等 （研究者の場合）

自然科学部門 理学 情報科学 理学 情報科学 理学 情報科学 理学 自然科学 数学 Natural Sciences

数学 コンピュータ及び情報科学

物理 物理学関係 物理科学
化学 化学 化学 化学関係 化学
生物 生物 生物 生物関係 生物科学
地学 地学 地学 地学関係 地球科学及び関連の環境科学
その他 その他 その他 その他 その他の自然科学

工学 電気・通信 工学 電気・通信 工学 電気・通信 工学 電気通信工学関係 工学及び技術 電気工学、電子工学、情報工学  Engineering
土木・建築 土木・建築 土木・建築 土木建築工学関係 土木

機械工学関係 機械工学
船舶工学関係

研究者の専門別区分の変更

数学関係
数学・物理 数学・物理

機械・船舶・航空 機械・船舶・航空
機械・船舶

別紙３

船舶工学関係
航空 航空工学関係 材料工学

金属工学関係
鉱山学関係 化学工学

繊維 繊維 繊維 繊維工学関係
経営工学 経営工学関係 医用工学
応用化学 応用化学関係 環境工学
応用理学 応用理学関係 環境バイオテクノロジー
原子力 原子力関係 工業バイオテクノロジー

工芸学関係 ナノテクノロジー
その他 その他の工学及び技術

農学 農学 農学 農学 農学 農学関係 農業科学 農業、林業及び漁業 Agricultural Sciences
農芸化学 農芸化学関係
農業工学 農業工学関係 動物及び酪農科学
農業経済 農業経済学関係
林学 林学関係 獣科学
林産 林産学関係

獣医・畜産 獣医・畜産 獣医・畜産 獣医・畜産学関係 農業バイオテクノロジー
水産 水産 水産 水産学関係
その他 その他 その他 その他 その他の農業科学

農林 農林

機械 船舶 航空 機械 船舶 航空

材料 材料 材料

その他 その他

その他

その他 その他 その他 その他 その他の農業科学
保健 保健 保健 医学 保健 医学 医学 基礎医学（薬学、遺伝学など） Medical Sciences

歯学 歯学 臨床医学（内科学、外科学など）
薬学 薬学 薬学 薬学関係 保健科学（衛生学、看護学など）

看護 看護学関係 保健バイオテクノロジー
その他 その他 その他の医学

人文・社会科学部門 （人文・社会科学部門） 人文科学 人文科学 人文科学 人文科学 言語及び文学 Humanities
歴史及び考古学

史学 史学関係 哲学、倫理及び宗教
哲学 哲学関係 芸術（芸術、芸術史、芸能、音楽）

その他 その他 その他 その他の人文科学
社会科学 商学・経済 社会科学 商学・経済 社会科学 商学・経済学関係 社会科学 経済学及びビジネス Social Siences

心理学
教育学
社会学
法律

法学・政治学 法学・政治学関係 政治学
社会及び経済地理学
メディア及びコミュニケーション学
その他の社会科学

その他 その他

文学
文学 文学関係

医学・歯学 医学・歯学

社会学関係（福祉事
業関係含む）

社会学社会学

その他
その他 その他

その他の社会科学
その他の部門

心理学 教育
Not elsewhere classified
(Fields of Science)

教育 家政
家政

商船
その他

その他の部
門

心理学

教育学など
芸術・その
他

芸術

・学問上は、心理学は、人文科学のほ

か、社会科学や保健、教育等の様々

な分野にあるため、その他の部門に

置くこととする。

・企業等については、人

文・社会科学一括としてい

たことから、心理学単体で

は調査項目として立てない。
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「調査票の記入上の注意」の研究者専門別内訳の内容例示（案）について 

 

◎ 大学等の「調査票の記入上の注意」の研究者専門別内訳の内容例示（案）は、以下のとおり。

非営利団体・公的機関及び企業等についても同様であるが、企業等には、「心理学」に関する記

載がない。 

【内容例示（案）】 

 

〔７〕研究本務者の専門別内訳 

「〔４〕従業者数」で記入した研究者を，その専門的知識別に分類して記入してください。専門的

知識による分類が困難な場合には，最終学歴を参考にして記入してください。ただし，就職後学歴と

は異なる業務に従事している場合には，学歴で判断せず，現在の業務内容を優先させて判断してくだ

さい。専門分野については，次ページの「研究者専門別内訳の内容例示」を参考にしてください。 

  ※ ソフトウェアのプログラミングについては，理学の「情報科学」に含まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 芸 術・

そ の他

一 人

家 政

教 育

十 一 人 千 百 十

そ

の

他

の

部

門

心理学
万 千 百

合 計

5

1

7 3

553 598

原 子力

2 2 8

0 5

551 596 572 617

そ の他

応 用

理 学

552 597

615

土 木・

・建 築

550 595

看 護

571 616

613

工

学

機 械・

・船 舶

548 593

歯 学

569 614

電 気・

・通 信

549

そ の他

547 592

保

健

医 学

568

594

薬 学

570

応 用

化 学

地 学

546 591

そ の他

567 612

生 物

545 590

水 産

566 611

609

化 学

544 589
獣 医・

畜 産

565 610

林 学

563 608

物 理 林 産

564

562 607

自

然

科

学

部

門

理

学

数 学
農 業

経 済

情　報

科　学

605

そ の他

540 585
農 業

工 学

561 606

603

商 学・

・経 済

538 583

農

学

農 学

559 604

社 会学

539

社

会

科

学

法 学・

・政 治

537 582

そ の他

558

584
農 芸

化 学

560

そ の他

536 581
経 営

工 学

557 602

哲 学

535 580

航 空

556 601

十 一 人

史 学

534 579

繊 維

555 600

百 十 一 人 千 百

材 料

554 599

人

文

・

社

会

科

学

部

門

人

文

科

学

文 学

533 578 万 千

百 十 一 人

自

然

科

学

部

門

(

続

き
）

工

学
（

続

き
）

千 百 十 一 人 千

○ ○ 総 ○ ○ 数 ○ ○ うち女性
「専門別内訳」で は、 「【 ４】 従業 者」 数の 「本 務者 」数

の 内 訳 を 専門 的知 識別 に記 入し てく ださ い。◎ ◎ ◎◎ ◎◎
532 577

万

総数の合計が，「〔４〕従業

者数」の研究者の合計と同じ

人数になるので，注意してく

ださい。同様に，「うち女性」

の合計も，「〔４〕従業者数」

の研究者のうち女性の研究

者と同じ人数になります。  

別紙４ 2323

23



 

 

 

研究者の専門別内訳の内容例示 

 
部門別 区  分 内 容 例 示 

人
文
・
社
会
科
学
部
門 

人
文
科
学 

文 学 

史 学 

哲 学 

そ の 他 

文学、文芸学、言語学、外国文学、児童文学など 

史学、地理学など 

哲学、宗教学など ※心理学は、「その他の部門」の「心理学」に記入してください。 

人文学、文化学、図書館学、文化人類学、人間関係学、行動科学など 

社
会
科
学 

法 学 ・ 政 治 

商 学 ・ 経 済 

◎ ◎ 

社 会 学 

そ の 他 

法学、政治学、行政学など 

商学、経済学、経営学、会計学、流通学、金融学、産業学、経営工学、経営情報学、経済情報学、経営システム

学など 

社会学、新聞学、広報学、社会福祉学、介護福祉学、観光学など 

国際関係学、政策科学など 
※社会心理学、福祉心理学等の心理学に関する分野については、｢その他部門｣の「心理学」に記入してください。 

自
然
科
学
部
門 

理
学 

数 学 

情 報 科 学 

物 理 

化 学 

生 物 

地 学 

そ の 他 

数学、応用数学、数理学、統計学など 

情報科学、計算機科学、ソフトウェア学、ソフトウェア工学など 

物理学、物性学、天文学、宇宙物理学など 

化学、基礎化学、高分子学、生物応用化学など 

生物学、生化学、動物学、植物学、生物科学、生物資源学、生命科学など 

地質学、鉱物学、地球科学、地理学など 

海洋科学、経営理学、物質理学など 

工
学 

機 械 ・ 船 舶 

◎ ◎ 

電 気 ・ 通 信 

◎ ◎ 

◎◎◎◎◎◎

ま る ま る 

土 木 ・ 建 築 

◎ ◎ 

（ 以 下 略 ） 

機械工学、精密機械工学、交通機械工学、生産工学、機械情報工学、機械電子工学、機械制御工学、ロボティッ

クス学、船舶工学など 

電気工学、通信工学、電子工学、電子材料工学、電子物理工学、情報処理工学、情報システム工学、電子制御シ

ステム工学、メディア通信工学、情報ネットワーク工学、光システム工学など 

※ソフトウェア学やソフトウェア工学等のソフトウェア開発に関する分野は、「理学」の「情報科学」に記入し

てください。 

土木工学、建築工学、交通工学、都市工学、都市システム工学、建設都市工学、環境建設学、環境デザイン工学、

環境計画学など 

（以下略） 

農
学 

農 林    

◎ ◎ 

（以下略） 

農学、園芸学、農業生物学、経営農学、農業生産学、植物防疫学、環境緑地学、林学、森林科学、植物資源学な

ど 

（以下略） 

保
健 

医 学 ・ 歯 学 

薬 学 

そ の 他 

医学、歯学 

薬学、薬剤学、衛生薬学、製薬学など 

看護学、保健衛生学、医療工学、臨床検査技術学、理学療法学、栄養学、医療経営管理学など 

※臨床心理学等の心理学に関する分野については、｢その他部門｣の「心理学」に記入してください。 

そ
の
他
の
部
門 

心 理 学 

家 政 

教 育 

芸術・その他 

心理学、臨床心理学、こども心理学、社会心理学、行動心理学、福祉心理学、教育心理学など 

家政学、食物栄養学、住居学、生活環境学、生活福祉学など 

教育学、学校教育学など 

商船学、航海学、美術学、音楽学など 
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・昭和53年に定義の記述を変更した。
・平成14年から、従来の「会社等」に「卸売業」、「金融保険業」の一部、「サービス業」の一部を加え「企業等」とした。
　また、従来「会社等」に含めていた特殊法人の一部を「非営利団体・公的機関」に加えた。

6.3
5.2

5.0
4.7

4.6
4.6

5.0

19.4

19.1

18.6

19.6

18.2

19.5

19.5

74.3

75.8

76.3

75.7

77.1

75.9

75.5

0.0 
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30.0 

40.0 
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昭和 平成

構
成
比
（
％
）

企業等の性格別研究費の構成比の推移
開発研究構成比 (％)

応用研究構成比 (％)

基礎研究構成比 (％)
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・昭和53年に定義の記述を変更した。
・平成14年から、従来「会社等」に含めていた特殊法人の一部を「非営利団体・公的機関」に加えた。
　

14.6
14.2

16.6
17.6

17.9
18.6

15.4

33.8

32.0

33.2

34.6

38.7

40.3

40.7

51.5
53.8

50.3

47.8
43.4

41.1
43.8
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応用研究構成比 (％)

基礎研究構成比 (％)
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・昭和53年に定義の記述を変更した。
・昭和51年以前は、「保健」の学問を除いている。

77.6

72.4
58.4

59.3
59.3

57.7
57.9

16.9
20.3

36.5
35.2

35.5
35.8

35.3

5.4
7.3

5.2 5.4 5.1 6.5 6.8
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％
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大学等の性格別研究費の構成比の推移
開発研究構成比 (％)

応用研究構成比 (％)

基礎研究構成比 (％)
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